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基本理念

　近年、国や地域を越え、人・モノ・情報等の移動が世界的に拡大しています。

　本市に所在する鹿児島空港は、ソウル線、上海線、台北線、香港線が定期運行され、アジア・

世界とつながっており、加えて、近年の経済のグローバル化※1は、観光資源や農林水産物など

の本市の素材を海外へ売り込む好機でもあります。

　また、ICT※2は劇的に進展を遂げ、世界全体に急速に浸透し、地域経済においても、スマート

フォン等の携帯端末を中心に人々の生活や仕事に大きな変化をもたらしています。

　このような状況や政府の「明日の日本を支える観光ビジョン※3」、「農林水産業・地域の活力

創造プラン※4」の内容等を踏まえ、空港や高速道路、鉄道を有する交通の要衝としての本市の

優位性を生かすとともに、成長著しいICT化の流れに対応した戦略的なシティプロモーショ

ン※5の推進により、「世界にひらく都市」を目指します。

　さらに、本市は、日本で最初に国立公園に指定された霧島山や天降川をはじめとする大小

の河川、その流域に広がる豊かな田園などの風光明媚な自然、多くの歴史的文化遺産と伝統

に支えられた特色ある文化を有しています。

　これらの自然や歴史・文化を、貴重な財産として次世代に着実に継承するため、今後も適切

な保全に努めるとともに、教育、産業振興などの各分野の施策に積極的に活用し、本市の未来

を担う郷土愛豊かな人材の育成や地域特性を生かしたまちづくりを推進することにより、

「人と自然・歴史・文化がふれあう都市」を目指します。

「世界にひらく、人と自然・歴史・文化がふれあう都市」

基本理念に込められた思い

　本市は、2008（平成20）年３月に策定した第一次霧島市総合計画において、まちの将来像

である「人と自然が輝き、人が拓く、多機能都市」を掲げ、その実現を目指し諸施策に取り組ん

できました。その結果、これまでも多くの人が集まり、そこに暮らす人の活力によってまちの

魅力が形成されてきました。“まちづくりは人づくり”と言われるように、まちは人によって

成り立ち、人が主役であり、この視点は今後も引き継いでいくべきものと考えます。

　その上で、このまちに暮らす人が、生まれ育った郷土に誇りを持ち、ずっと住み続けたいと

思えるように、また、更に多くの人がこのまちを訪れることを目指し、本市の強みに目を向け、

新しい視点を示しながらまちづくりを進めていくことが求められます。

　多くの人の訪れが、まちに 「にぎわい」 をもたらします。人が安全・安心な 「くらし」 を享受

し、人と人とのつながりを通じた支え合いの中から 「やさしさ」 がうまれ、家庭、地域、学校な

ど様々な場面において人を 「はぐくみ」 、持続可能なまちが創造されます。

　そのため、市民や企業・NPO※7などの様々な主体がそれぞれの役割を担い、知恵を出し合

いながら、人と人とがともに地域の課題解決に取り組む 「きょうどう」 のまちづくりを進め

るとともに、これまで以上に、市民に 「しんらい」 される行財政運営に努めます。

「人にやさしく　人をはぐくむ
　　　一人ひとりが輝きにぎわう　多機能都市※6」

将来像に込められた思い

将 来 像

第二次霧島市総合計画
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※6　多機能都市 ／ 南九州の交通拠点としての交通体系、豊かな自然・歴史・文化、更に製造業、農業、観光業、商業などの産業
をバランス良く配置することにより、「住む・働く・学ぶ」などの環境が整った都市。

※7　NPO ／ 非営利活動法人（Non Profit Organizationの略称）。ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的と
しない団体を指す。

※1　グローバル化  ／  日本国内だけでなく、全世界にわたるさま。

※2　ICT  ／  情報通信技術のこと。情報通信分野の機械や装置に関する技術からそれらを利活用する技術まで広い概念で用いられて
いる。

※3　明日の日本を支える観光ビジョン ／ 「観光先進国」への新たな国づくりに向けて、「明日の日本を支える観光ビジョン構
想会議」（議長：内閣総理大臣）において策定された。「世界が訪れたくなる日本」を目指し、観光ビジョンの施策の実行に、政
府一丸、官民一体となって取り組むこととしている。

※4　農林水産業・地域の活力創造プラン ／ 幅広い政策分野にわたって必要となる施策を検討することを目的として、「農林水
産業・地域の活力創造本部」（本部長：内閣総理大臣）が、我が国の農林水産業・地域の活力創造に向けた政策改革のグランド
デザインとしてとりまとめたもの。

※5　シティプロモーション ／ 地域を持続的に発展させるために、地域の魅力を創出し、地域内外に効果的に訴求し、それによ
り、人材・物財・資金・情報などの資源を地域内部で活用可能としていくこと。

注 

釈

注 

釈
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基本方針（政策）
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第二次霧島市総合計画

　本市は、鹿児島県本土のほぼ中央部に位置し、空港や高速道路、鉄道を有する交通の要衝です。
この地域特性を生かし、本市が有する多彩な観光資源の更なる磨き上げや、観光振興やまちづくり等
の多角的な視点から、将来にわたり持続可能な公共交通ネットワークを構築することにより、国内外
から多くの人が訪れ、人々が行き交うまちを創造します。
　また、本市は、先端技術産業を中心とする製造業、茶や畜産物に代表される農林水産業、旅館・ホテ
ルなどの観光業、多種多様な商店による商業などが営まれており、これらの経済活動が活発に行われ
ることで、雇用が生まれ、市民が安心して住み続けられる環境が創出されます。そのため、創業しやす
い環境整備や地場産業の競争力強化を図るとともに、社会経済環境の変化やニーズに対応した企業
誘致を進めることにより、働く場の確保と若者の地元への就職率の向上を図ります。
　さらに、農林水産業の経営基盤を強化し、担い手の確保・育成による強い農林水産業を育成すると
ともに、本市の恵まれた地域特性を生かした６次産業化※8やブランド化※9の推進による農林水産物
の付加価値向上、地産地消※10及び地産外消※11を推進することにより、産業の活力があふれ、交流と
賑わいが生まれるまちづくりに取り組みます。

にぎわい 産業の活力があふれ、
交流と賑わいが生まれるまちづくり政策1 くらし みどりあふれる

快適で暮らし続けたいまちづくり2
　本市は、日本で最初に国立公園に指定された霧島山、霧島山系から裾野、平野部を経て錦江湾まで
流れる清く豊かな天降川をはじめとする大小199の河川、その流域に広がる田園など、風光明媚な自
然に恵まれています。これに加え、空港や高速道路、鉄道などの広域的な交通網が整備され、利便性
の高い都市機能を有したまちです。
　この地域特性を生かし、今後、更に、道路、住宅、上下水道及び超高速ブロードバンド※12の整備など
の生活基盤の充実を図るとともに、ごみの減量化・資源化や環境美化活動などにより、環境負荷の低減
や自然環境の保全を進め、都市と自然との調和を将来にわたって持続発展させていきます。
　また、誰もが安全で安心な生活が送れるように、災害に強い防災基盤の整備や救急・救助体制の充
実、交通安全・防犯対策及び健全な消費生活の推進を図り、市民一人ひとりが日頃から互いに声をか
け合い、地域で助け合えるしくみを構築するとともに、関係機関との連携により防災力・防犯力を高
め、みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくりに取り組みます。

※8   6次産業化  ／  地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等を図るため、単独又は共同の事業として農林水産物等
の生産及びその加工又は販売を一体的に行う事業活動であって、農林水産物等の価値を高め、又はその新たな価値を生み出すことを
目指すこと。

※9　ブランド化　／　地域発の商品・サービスのブランド化と、地域イメージのブランド化を結びつけ、好循環を生み出し、地域外の
資金・人材を呼び込むという持続的な地域経済の活性化のこと。

※10　地産地消　／　地域で生産された様々な生産物や資源をその地域で消費すること。

※11　地産外消　／　地域で生産された様々な生産物や資源が、地域を越え、首都圏等の大消費地、ひいては海外で消費されること。

注 

釈

※12　超高速ブロードバンド　／　FTTH（光ファイバ回線）、LTE（携帯電話通信規格のひとつ）及び伝送速度30Mbps以上のケーブ
ルインターネット。

注 

釈
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注 

釈

※12　超高速ブロードバンド　／　FTTH（光ファイバ回線）、LTE（携帯電話通信規格のひとつ）及び伝送速度30Mbps以上のケーブ
ルインターネット。

注 

釈

基本方針（政策）3

政策
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※13　核家族化　／　夫婦とその未婚の子どもで構成される家族。ただし、夫婦のみの世帯や一人親世帯も含まれる。都市化や高度
経済成長とともに、３世代同居などの大家族世帯が減少し、進行したと言われる。

※14　団塊の世代  ／  第二次世界大戦直後、 1947（昭和22）年から 1949（昭和24）年にかけての第一次ベビーブームで生まれた世代。

※15　コミュニティー　／　居住地域を同じくし、利害をともにする共同社会。町村・都市・地方など、生産・自治・風俗・習慣などで深い
結びつきをもつ共同体。

※16　ライフステージ　／　人間の一生を段階的に区分したもの。一般的に、幼年期、少年期、青年期、壮年期、老年期に分けられる。

※17　共生社会　／　これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障がい者等が、積極的に参加・貢献していくこ
とができる社会。

注 

釈

はぐくみ 社会を生き抜く力と生涯を通じて
学びあう力を育むまちづくり4

　本市の児童生徒数は、一部の小中学校では増加しているものの、その多くは減少傾向にあります。
また、学校を取り巻く環境は、グローバル化※18  に対応した小学校における英語の教科化や、不登校及
び特別な配慮を要する児童生徒への対応など、ますます複雑化・多様化しています。
　このような中、本市は、学校・家庭・地域社会・企業等がそれぞれの役割を担い連携しながら、特色あ
る開かれた学校づくりを進めるとともに、安全で安心して学べる教育環境の整備や自他の生命を尊
重する安全教育を推進します。
　また、本市特有の文化の継承・創造に努めながら、誰もが生きがいをもって健全に過ごせるよう、
様々な学習環境を整備するとともに、それぞれの世代に応じた学習情報をあらゆる機会を通じて提供
します。
　これらを通じ郷土を愛し、確かな学力と体力、思いやりの心と高い志を有する児童生徒を育てると
ともに、市民の様々な学習活動、スポーツ・レクリエーション活動などへの積極的な参加を促し、社会
を生き抜く力と生涯を通じて学びあう力を育むまちづくりに取り組みます。

やさしさ 誰もが支えあいながら
生き生きと暮らせるまちづくり政策 3

　我が国では、都市化や核家族化※13、少子化が進み、一人暮らし世帯や高齢者のみの世帯が増加するな
ど、家族構成や家族の役割が大きく変化してきています。2025年には、いわゆる「団塊の世代※14  」がすべ
て後期高齢者となり、国民の３人に１人が65歳以上、５人に１人が75歳以上になると予測されており、高
齢化に伴う医療や介護の需要が更に増加することが見込まれます。
　このような状況の中、様々な立場の地域住民が役割を分担し、支え合いながら、自分らしく活躍で
きるコミュニティー※15  を育成し、公的な福祉サービスと融合した、地域における包括的な支援体制を
構築していきます。
　また、活力ある地域社会を築いていくためには、市民が生涯にわたり心身ともに健康であることが
重要であることから、ライフステージ※16  や個人の健康状態に応じた健康づくりや病気の予防を支援
し、市立医師会医療センターにおける機能拡充などにより、保健・医療体制の充実を図ります。
　さらに、妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援により、誰もが安心して子どもを産むことがで
き、子育てに幸せや楽しさを実感できる環境を整備するとともに、共生社会※17  の実現に向けた障がい
児(者)の支援の充実を図り、誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくりに取り組みます。

第二次霧島市総合計画

基本方針（政策）3

政策

※18　グローバル化  ／  日本国内だけでなく、全世界にわたるさま。注 

釈
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注 

釈

注 

釈

※26　社会保障関係経費　／　医療・介護の自己負担分以外の給付額など、社会保障制度によって給付される金銭・サービス。

※27　「量」の改革　／　民間活力の導入、業務改革等によるコスト削減や市民ニーズに即応した組織体制の構築など。

※28　「質」の改革　／　多様な主体の協働によるまちづくり、情報化の推進、職員の能力向上など。

※29　自主財源　／　市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料等自主的に収入ができる財源で、行政活動の自主性と安定性
を確保しうるかどうかの尺度になるもの。

※19　NPO ／ 非営利活動法人（Non Profit Organizationの略称）。ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的と
しない団体を指す。

※20　グローバル化  ／  日本国内だけでなく、全世界にわたるさま。

※21　ユネスコ世界ジオパーク　／　国際的な地質学的価値を持つ場所や景観が、保護や教育、持続可能な地域発展などの全体
的な概念とともに運営されるひとつの統一された地理的領域のこと。ユネスコの国際地質科学ジオパーク計画（IGGP）の一事業と
して実施されている。現在、世界で35か国・127のユネスコ世界ジオパークが認定されており（2017年８月現在）、日本からは８地域
（洞爺湖有珠山、糸魚川、島原半島、山陰海岸、室戸、隠岐、阿蘇、アポイ岳）が認定されている。

※22　環霧島会議　／　霧島山を中心に広がる鹿児島・宮崎両県の５市２町が、県境を越えた地域活性化を目指すため、2007（平
成19）年11月に設立。

※23　錦江湾奥会議　／　錦江湾奥部と桜島周辺に位置する４市が、行政区域を越えた地域活性化を目指すため、2011（平成23）
年８月に設立。

※24　学術　／　専門的な研究として行われる学問。

※25　シティプロモーション　／　地域を持続的に発展させるために、地域の魅力を創出し、地域内外に効果的に訴求し、それに
より、人材・物財・資金・情報などの資源を地域内部で活用可能としていくこと。

きょうどう 市民とつくる
協働と連携のまちづくり5

　高齢化や人口減少の進展に伴う担い手不足や、個人の価値観やライフスタイルの変化に伴う市民
ニーズの多様化・複雑化などにより、行政が担ってきた公共サービスを行政だけで維持することは困
難な状況になっています。
　このような中、市民一人ひとりが、人権尊重の観点から多様な考え方を認め合い、地区自治公民館や
自治会をはじめ、企業やNPO※19  など、様々な主体との連携により、相互に補完し合いながら、市民主
体のまちづくりを展開するとともに、グローバル化※20 の進展を踏まえ、国内外の姉妹都市等との交流
を通じ相互理解を深め、国際的に活躍できる人材の育成を図ります。
　国分・隼人地区の市街地に人口が集中する一方で、溝辺・横川・牧園・霧島・福山地区では人口減少が
進行している状況です。このような状況を踏まえ、地域を元気にする人材を育成するとともに、移住定住
の促進をはじめとした交流人口の拡大等を通じ、活力ある地域づくりを推進します。
　また、霧島ジオパークは、今後、ユネスコ世界ジオパーク※21  認定を視野に、自然保護・教育・防災・観光な
どの様々な関係機関と協力しながら、地域の持続可能な発展を目指したジオパーク活動を推進します。
　さらに、環霧島会議※22  や錦江湾奥会議※23   などにおける広域行政の推進、企業・学術※24   機関・金融機
関等との積極的な連携を図るとともに、本市のブランド力を高めるシティプロモーション※25 と連動した戦略
的かつ施策横断的な取組の強化を図ることにより、市民とつくる協働と連携のまちづくりに取り組みます。

しんらい 信頼される
行政経営によるまちづくり6

　少子高齢化に伴う人口構造の変化等に伴い、市税収入をはじめとする行政運営のための資源は現
在より減少していくことが見込まれる一方、社会保障関係経費※26  や一斉に更新時期を迎える公共施
設の維持、更新に係る費用負担の増加等、本市を取り巻く財政状況はより厳しさを増しています。
　このような中、増大する行政需要に的確に対応していくため、限られた行政資源の中で、市民ニーズ
に即応した効果的かつ効率的な行政経営を行い、これまでの「量」の改革※27  に加え、「質」の改革※28  に
も重点を置き、前例にとらわれない柔軟な行政経営に取り組みます。
　また、将来にわたって安定的な行政サービスを提供するため、あらゆる角度から自主財源※29   の確保
に努め、限られた歳入を効果的かつ効率的な歳出に転換する仕組みを強化することにより、持続可能
な財政基盤を構築します。
　さらに、市民の市政や議会に対する理解と信頼を深めるため、市及び議会が保有する情報を適切に
市民へ提供し、情報の共有化を進めるとともに、職員一人ひとりが、市民の声に耳を傾け、積極的な姿
勢を持って自らの能力を高めていけるよう人材育成を推進することにより、信頼される行政経営によ
るまちづくりに取り組みます。

基本方針（政策）3

政策 政策
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釈

注 

釈
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年８月に設立。

※24　学術　／　専門的な研究として行われる学問。

※25　シティプロモーション　／　地域を持続的に発展させるために、地域の魅力を創出し、地域内外に効果的に訴求し、それに
より、人材・物財・資金・情報などの資源を地域内部で活用可能としていくこと。

きょうどう 市民とつくる
協働と連携のまちづくり5

　高齢化や人口減少の進展に伴う担い手不足や、個人の価値観やライフスタイルの変化に伴う市民
ニーズの多様化・複雑化などにより、行政が担ってきた公共サービスを行政だけで維持することは困
難な状況になっています。
　このような中、市民一人ひとりが、人権尊重の観点から多様な考え方を認め合い、地区自治公民館や
自治会をはじめ、企業やNPO※19  など、様々な主体との連携により、相互に補完し合いながら、市民主
体のまちづくりを展開するとともに、グローバル化※20 の進展を踏まえ、国内外の姉妹都市等との交流
を通じ相互理解を深め、国際的に活躍できる人材の育成を図ります。
　国分・隼人地区の市街地に人口が集中する一方で、溝辺・横川・牧園・霧島・福山地区では人口減少が
進行している状況です。このような状況を踏まえ、地域を元気にする人材を育成するとともに、移住定住
の促進をはじめとした交流人口の拡大等を通じ、活力ある地域づくりを推進します。
　また、霧島ジオパークは、今後、ユネスコ世界ジオパーク※21  認定を視野に、自然保護・教育・防災・観光な
どの様々な関係機関と協力しながら、地域の持続可能な発展を目指したジオパーク活動を推進します。
　さらに、環霧島会議※22  や錦江湾奥会議※23   などにおける広域行政の推進、企業・学術※24   機関・金融機
関等との積極的な連携を図るとともに、本市のブランド力を高めるシティプロモーション※25 と連動した戦略
的かつ施策横断的な取組の強化を図ることにより、市民とつくる協働と連携のまちづくりに取り組みます。

しんらい 信頼される
行政経営によるまちづくり6

　少子高齢化に伴う人口構造の変化等に伴い、市税収入をはじめとする行政運営のための資源は現
在より減少していくことが見込まれる一方、社会保障関係経費※26  や一斉に更新時期を迎える公共施
設の維持、更新に係る費用負担の増加等、本市を取り巻く財政状況はより厳しさを増しています。
　このような中、増大する行政需要に的確に対応していくため、限られた行政資源の中で、市民ニーズ
に即応した効果的かつ効率的な行政経営を行い、これまでの「量」の改革※27  に加え、「質」の改革※28  に
も重点を置き、前例にとらわれない柔軟な行政経営に取り組みます。
　また、将来にわたって安定的な行政サービスを提供するため、あらゆる角度から自主財源※29   の確保
に努め、限られた歳入を効果的かつ効率的な歳出に転換する仕組みを強化することにより、持続可能
な財政基盤を構築します。
　さらに、市民の市政や議会に対する理解と信頼を深めるため、市及び議会が保有する情報を適切に
市民へ提供し、情報の共有化を進めるとともに、職員一人ひとりが、市民の声に耳を傾け、積極的な姿
勢を持って自らの能力を高めていけるよう人材育成を推進することにより、信頼される行政経営によ
るまちづくりに取り組みます。

基本方針（政策）3

政策 政策
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目 標 人 口4

注 

釈
※30　霧島市ふるさと創生総合戦略  ／  2060年の人口目標を13万人とし、「Ⅰ　まちを元気にする、人を豊かにする産業づく
り」、「Ⅱ　訪れたい、住み続けたいまちづくり」、「Ⅲ　幸せな家庭づくりを支える環境づくり」、「Ⅳ　暮らしやすい、暮らした
くなる地域づくり」の４つの基本目標を掲げ、これらを推進するための具体的な施策をとりまとめた戦略。

※31　合計特殊出生率　／　ひとりの女性が一生の間に出産する子どもの平均人数を推定する値で、15歳から49歳までの女
性の出生率を合計したもの。人口統計上の指標として将来の人口予測などに用いられている。

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

125,857125,857 125,447125,447 125,338125,338
124,516124,516

124,051124,051 123,586123,586
123,031123,031

122,476122,476 121,921121,921
121,366121,366 120,812120,812

120,205120,205
119,598119,598

（人）

　国勢調査の結果に基づく本市独自の推計によると、2027年の推計人口は、2017（平成29）年

の125,338人（鹿児島県推計人口）と比較し、２％程度減少する123,298人と推計されます。本

市は、2015（平成27）年10月に策定した「霧島市ふるさと創生総合戦略※30」に掲げる各種取組

を着実に推進することにより、合計特殊出生率※31の上昇に伴う自然増、移住定住者数や若者

の地元就職率の増加に伴う社会増を目指すこととし、計画最終年度の2027年の目標人口を

127,000人と設定します。

127,000127,000人人

125,857125,857 125,447125,447 125,338125,338 125,242125,242 125,140125,140 125,037125,037 124,800124,800 124,563124,563 124,325124,325
124,088124,088 123,850123,850 123,574123,574 123,298123,298

推計人口（本市試算）

2015（H27）は同年国勢調査の確定値、2016（H28）、2017（H29）は鹿児島県推計人口

推計人口（社人研試算） 目標人口

目標
人口

130,000

127,500

125,000

122,500

120,000

117,500

115,000

112,500

110,000
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